
8 2012（平成24年）

　滞納した税金の徴収に充てるため、税務署が滞納者から差し押
さえた財産を、インターネットを利用（平成24年度は、楽天が運
営する官公庁オークションを利用）して売却する制度で、入札に
より競り合います。土地や住宅、高級車等の他、大分県別府市の
温泉旅館など変わった物件も出品されています。

インターネット公売

8月の税務と労務8月 （葉月）AUGUST
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国　税／ 7月分源泉所得税の納付
 8月10日
国　税／ 6月決算法人の確定申告 

（法人税・消費税等） 8月31日
国　税／ 12月決算法人の中間申告
 8月31日
国　税／ 9月、12月、3月決算法人 

の消費税等の中間申告 
（年3回の場合） 8月31日

国　税／ 個人事業者の消費税等の中
間申告 8月31日

地方税／個人事業税第1期分の納付
 都道府県の条例で定める日
地方税／個人住民税第2期分の納付
 市町村の条例で定める日
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8月号─2

　
均
衡
待
遇
・
正
社
員
化
推
進
奨
励

金
は
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
や
有

期
契
約
労
働
者
の
雇
用
管
理
の
改
善

を
図
る
た
め
、
正
社
員
へ
の
転
換
制

度
、
正
社
員
と
共
通
の
処
遇
制
度
、

共
通
教
育
訓
練
制
度
、
短
時
間
正
社

員
制
度
ま
た
は
健
康
診
断
制
度
を
労

働
協
約
ま
た
は
就
業
規
則
に
規
定
し
、

所
轄
労
働
基
準
監
督
署
に
届
け
出
た

上
で
、
実
際
に
制
度
を
適
用
し
た
労

働
保
険
の
適
用
事
業
主
に
対
し
て
支

給
さ
れ
ま
す
。

　
こ
の
う
ち
短
時
間
正
社
員
制
度
の

概
要
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

短
時
間
正
社
員
と
は 

　
短
時
間
正
社
員
と
は
、
所
定
労
働

時
間
が
短
く
て
も
、
正
社
員
と
し
て

適
正
な
評
価
と
公
正
な
待
遇
が
図
ら

れ
た
働
き
方
を
す
る
者
で
、
次
の
い

ず
れ
に
も
該
当
す
る
労
働
者
を
い
い

ま
す
。

⑴
　
期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約

を
締
結
し
て
い
る
こ
と
。

⑵
　
時
間
当
た
り
の
基
本
給
、賞
与
・

退
職
金
等
の
算
定
方
法
な
ど
が
同

一
事
業
所
に
雇
用
さ
れ
る
同
種
の

フ
ル
タ
イ
ム
の
正
社
員
と
同
等
で

あ
る
こ
と
。

支
給
対
象
と
な
る
短
時
間
正
社
員
制
度

　
次
の
す
べ
て
に
該
当
す
る
制
度
が

対
象
と
な
り
ま
す
。

⑴
　
現
に
雇
用
し
て
い
る
労
働
者
ま

た
は
新
た
に
雇
い
入
れ
る
労
働
者

に
適
用
さ
れ
る
制
度
で
あ
る
こ
と
。

⑵
　
正
規
の
社
員
と
し
て
位
置
づ
け

ら
れ
て
い
る
こ
と
。 

⑶
　
所
定
労
働
時
間
の
短
縮
に
つ
い

て
、
フ
ル
タ
イ
ム
正
社
員
と
比
較

し
て
以
下
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す

る
制
度
で
あ
る
こ
と
。 

①
　
一
日
の
所
定
労
働
時
間
を
短

縮
す
る
制
度
…
一
日
の
所
定
労

働
時
間
が
七
時
間
以
上
の
場
合

で
、
一
日
の
所
定
労
働
時
間
を

一
時
間
以
上
短
縮
す
る
制
度

②
　
週
ま
た
は
月
の
所
定
労
働
時

間
を
短
縮
す
る
制
度
…
週
当
た

り
の
所
定
労
働
時
間
が
三
五
時

間
以
上
の
場
合
で
、
週
当
た
り

の
所
定
労
働
時
間
を
一
割
以
上

短
縮
す
る
制
度

③
　
週
ま
た
は
月
の
所
定
労
働
日

数
を
短
縮
す
る
制
度
…
週
当
た

り
の
所
定
労
働
日
数
が
五
日
以

上
の
場
合
で
、
週
当
た
り
の
所

定
労
働
日
数
を
一
日
以
上
短
縮

す
る
制
度

⑷
　
社
会
通
念
に
照
ら
し
て
、ま
た
、

同
一
企
業
の
他
の
職
種
等
の
正
規

の
社
員
と
比
較
し
て
、雇
用
形
態
、

賃
金
体
系
な
ど
（
例
え
ば
、
長
期

雇
用
を
前
提
と
し
た
待
遇
を
受
け

る
も
の
で
あ
る
か
、
賃
金
の
算
定

方
法
・
支
給
形
態
、
賞
与
、
退
職

金
、
定
期
的
な
昇
給
ま
た
は
昇
格

の
有
無
な
ど
）
が
正
規
の
社
員
と

し
て
妥
当
な
も
の
で
あ
る
こ
と
。

⑸
　
時
間
当
た
り
の
基
本
給
、賞
与
・

退
職
金
な
ど
の
算
定
方
法
が
、
同

一
事
業
所
に
雇
用
さ
れ
る
同
種
の

フ
ル
タ
イ
ム
正
社
員
と
同
等
で
あ

る
こ
と
（
基
本
給
は
労
働
時
間
に

比
例
、手
当
は
全
額
支
給
が
原
則
）。

⑹
　
正
社
員
が
制
度
を
利
用
す
る
場

合
、
育
児
・
介
護
以
外
の
事
由
で

利
用
で
き
る
こ
と
。

⑺
　
⑹
の
利
用
期
間
経
過
後
に
原
職

ま
た
は
原
職
相
当
職
に
復
帰
さ
せ

る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

⑻
　
在
宅
勤
務
で
利
用
す
る
短
時
間

正
社
員
制
度
で
な
い
こ
と
。

支
給
対
象
事
業
主

　
次
の
す
べ
て
に
該
当
す
る
事
業
主

に
対
し
て
支
給
さ
れ
ま
す
。

⑴
　
本
制
度
を
五
年
以
内
に
一
人
以

上
に
適
用
し
た
こ
と
。

⑵
　
制
度
適
用
日
及
び
支
給
申
請
日

に
お
い
て
、
支
給
対
象
労
働
者
以

外
に
フ
ル
タ
イ
ム
正
社
員
を
雇
用

し
て
い
る
こ
と
。

⑶
　
新
た
に
短
時
間
正
社
員
制
度
を

適
用
し
た
日
の
前
後
六
カ
月
の
間

に
、
雇
用
保
険
被
保
険
者
を
解
雇

し
て
い
な
い
こ
と
。

⑷
　
支
給
申
請
日
に
お
い
て
、
制
度

が
継
続
運
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

支
給
対
象
と
な
る
労
働
者 

　
次
の
す
べ
て
に
該
当
す
る
労
働
者

が
対
象
と
な
り
ま
す
。

⑴
　
本
人
の
自
発
的
な
申
出
に
よ
り
、

継
続
し
て
三
カ
月
以
上
制
度
を
利

用
し
、
か
つ
制
度
適
用
後
六
カ
月

分
の
賃
金
が
支
給
さ
れ
て
い
る
こ

と
。

⑵
　
雇
用
保
険
、
社
会
保
険
の
適
用

事
業
所
に
雇
用
さ
れ
て
い
る
場
合

は
、
被
保
険
者
で
あ
る
こ
と
。 

⑶
　
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
・
有
期

推 

進 

奨 

励 

金

均
衡
待
遇

正
社
員
化



3─8月号

契
約
労
働
者
が
制
度
を
利
用
し
て

短
時
間
正
社
員
と
な
っ
た
場
合

は
、
適
用
日
の
前
日
か
ら
起
算
し

て
過
去
三
年
間
に
そ
の
企
業
に
お

い
て
正
社
員
ま
た
は
短
時
間
正
社

員
で
あ
っ
た
こ
と
が
な
い
こ
と
。

⑷
　
制
度
導
入
か
ら
五
年
以
内
に
本

制
度
の
利
用
を
開
始
し
た
こ
と
。

支
給
額

　
支
給
額
（（
　
）
内
は
大
企
業
）
は

次
の
と
お
り
で
、
制
度
導
入
日
か
ら

五
年
間
支
給
さ
れ
ま
す
。

⑴
　
制
度
導
入
分（
対
象
者
一
人
目
）

　
　
新
た
に
本
制
度
を
導
入
し
、
一

人
以
上
の
労
働
者
に
適
用
し
た
事

業
主
に
一
事
業
主
当
た
り
四
〇
万

円
（
三
〇
万
円
）

⑵
　
定
着
促
進
分

　
　
二
人
以
上
の
労
働
者
に
適
用
し

た
事
業
主
に
対
し
、
対
象
労
働
者

二
人
目
〜
一
〇
人
目
ま
で
一
人
に

つ
き
二
〇
万
円
（
一
五
万
円
）

　
　
＊
母
子
家
庭
の
母
等
で
あ
る
場

合
は
、
三
〇
万
円
（
二
五
万
円
）

支
給
申
請
期
間

　
対
象
労
働
者
に
本
制
度
を
適
用
後

六
カ
月
分
の
賃
金
を
支
給
し
た
日
の

翌
日
か
ら
起
算
し
て
三
カ
月
以
内

に
、「
均
衡
待
遇
・
正
社
員
化
推
進

奨
励
金
支
給
申
請
書
（
短
時
間
正
社

員
制
度
）」
に
提
出
書
類
を
添
付
し

て
、
都
道
府
県
労
働
局
雇
用
均
等
室

に
申
請
し
ま
す
。

社
会
保
険
の
被
保
険
者
に
な
る
こ
と

の
メ
リ
ッ
ト

　
短
時
間
正
社
員
制
度
の
利
用
に
限

ら
ず
、
社
会
保
険
の
被
保
険
者
と
な

る
場
合
、
会
社
と
社
員
と
も
に
新
た

に
社
会
保
険
料
の
負
担
が
発
生
し
ま

す
が
、
保
険
給
付
の
水
準
は
地
域
保

険
（
国
民
年
金
・
国
民
健
康
保
険
）

に
比
べ
て
格
段
に
上
が
り
ま
す
。

⑴
　
医
療
に
か
か
る
給
付

　
　
傷
病
手
当
金
、
出
産
手
当
金
が

支
給
さ
れ
ま
す
（
市
町
村
の
国
民

健
康
保
険
の
場
合
、
両
手
当
金
は

支
給
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
）。

　
　
な
お
、
七
〇
歳
未
満
の
そ
の
他

の
保
険
給
付
の
内
容
・
水
準
は
健

康
保
険
と
同
じ
で
す
。

⑵
　
年
金
給
付（
二
階
建
て
で
支
給
）

　
　
国
民
年
金
に
加
入
し
て
い
る
場

合
は
基
礎
年
金
の
み
支
給
さ
れ
ま

す
が
、
厚
生
年
金
保
険
に
加
入
す

る
と
給
付
は
基
礎
年
金
に
上
乗
せ

し
て
支
給
さ
れ
ま
す（
下
図
参
照
）。

⑴　老齢給付　加入期間等により金額が決まります。
　　①　厚生年金保険に加入した期間（ ＋□）
　　②　国民年金のみに加入した期間（□）
　　　　　（加給年金額）
　　　　　老齢厚生年金
　　　　　老齢基礎年金

⑵　障害給付（初診日に加入していた制度により異なります。）
　　①　初診日において厚生年金保険の被保険者であった場合（ ＋□）
　　②　初診日において国民年金の被保険者であった場合（□）
　　　　　障害等級１級　　　障害等級２級　　　障害等級３級　　　前記以外
　　　　　（加給年金額）　　　（加給年金額）
　　　　　障害厚生年金　　　障害厚生年金　　　障害厚生年金　　　障害手当金
　　　　　障害基礎年金　　　障害基礎年金
　　　　　子の加算額　　　　子の加算額

⑶　遺族給付
　　①　遺族厚生年金の支給要件を満たしている場合（ ）
　　　　（子のある妻の場合（ ＋□））
　　②　遺族基礎年金の支給要件を満たしている場合（□）
　　　　　（中高齢の寡婦加算）
　　　　　　 遺族厚生年金
　　　　　　 遺族基礎年金　　　　　寡婦年金　　または　　死亡一時金
　　　　　　 （子の加算額）



8月号─4

　中小企業子育て支援助成金制度の適用
は、この3月にすでに終了していますが、
適用要件を満たしているにもかかわらず、
まだ請求手続きをしていない事業主は、期
限までに手続きをしないと助成金を受けら
れなくなりますので注意して下さい。
　中小企業子育て支援助成金は、育児休業
の取得・促進を図る目的で、初めて育児休
業取得者が生じた中小企業（労働者数100
人以下の事業所）において、平成23年９
月30日までに育児休業を終了し、職場復
職後１年以上継続勤務した労働者が出た場
合に、事業主に対して助成金を支給する制
度です。
　支給要件を満たした日（育児休業終了日
の翌日から起算して１年を経過した日）が
平成23年４月1日以降である対象育児休
業者から以下の支給額が適用されます。

１人目　　　　　　　70万円
２人目〜５人目まで　50万円
　支給申請は、育児休業終了日の翌日から
起算して１年経過日の翌日から３カ月以内
に、「中小企業両立支援助成金（中小企業
子育て支援助成金）支給申請書」に必要書
類を添付して、都道府県労働局に行います
が、申請前に「一般事業主行動計画」（以下
「行動計画」という）を策定し、その旨を都
道府県労働局に届け出て、「両立支援のひ
ろば」等に公表し、かつ、労働者に周知さ
せなければなりません。行動計画を届け出
ていない場合は、支給対象になりませんの
で順序は間違いないようにします。
　また、支給申請前に、改正育児・介護休
業法に対応した育児休業、育児短時間勤務
制度、一定の業務に就く労働者を労使協定
により制度の適用除外とする場合は、代替
措置を就業規則等に規定しておく必要があ
ります。この他育児休業申出をした労働者
に対し、育児休業取扱通知書など一定項目
を通知しなければなりません。

　小学校始期に達するまでの子の育児休業
または対象家族を介護するために休業をし
た場合や短時間勤務制を利用中の被保険者
が離職した場合で、離職理由が特定受給資
格者（倒産・解雇等により離職した者）ま
たは特定理由離職者（前記以外の者で、有
期労働契約期間の満了後に労働契約の更新
を希望したにもかかわらず、更新できなか
った等により離職した者）として受給資格
の決定を受けることとなるときは、休業等
開始前の賃金日額と離職時の賃金日額とを
比較して、高い方の賃金日額で基本手当を
算定する特例措置が設けられています。
　手続きは、離職日の翌日から10日以内
に、必要書類を添付して、事業所を管轄す
るハローワークに「雇用保険被保険者休業・
所定労働時間短縮開始時賃金証明書」を提
出することにより行います。

　
労
災
保
険
の
給
付
等
の
支
払
通
知

の
方
法
が
変
更
さ
れ
ま
し
た
。

　
こ
れ
ま
で
休
業
補
償
給
付
・
休
業

給
付
を
始
め
と
す
る
保
険
給
付
等
の

支
給
に
当
た
っ
て
は
、
管
轄
の
労
働

基
準
監
督
署
（
一
部
の
保
険
給
付
等

は
都
道
府
県
労
働
局
）
か
ら
受
給
者

に
、「
支
給
決
定
通
知
」（
労
災
保
険

か
ら
支
給
で
き
る
か
ど
う
か
、
ま
た

支
給
で
き
る
場
合
は
、
そ
の
額
が
記

載
さ
れ
て
い
る
）
が
送
付
さ
れ
る
一

方
、
保
険
給
付
等
の
口
座
振
込
の
手

続
き
を
行
っ
た
こ
と
の
通
知
で
あ
る

「
支
払
振
込
通
知
」
に
つ
い
て
は
、
厚

生
労
働
省
か
ら
送
付
さ
れ
て
い
ま
し

た
。

　
平
成
二
十
四
年
四
月
以
降
は
、
一

部
の
支
給
を
除
き「
支
給
決
定
通
知
」

と
「
支
払
振
込
通
知
」
が
一
体
と
な

っ
た
は
が
き
が
、
厚
生
労
働
省
か
ら

一
括
し
て
送
付
さ
れ
て
い
ま
す
。

中小企業子育て支援助成金

育児休業中等に会社が倒産し
たとき支

払
通
知
方
法
の
変
更


